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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 

第１章 総   則 

第１節～第６節（略） 

第７節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） 

 １～３（略） 

 ４ 関係町村 

事務又は業務 連絡の窓口 

（１）～（18）（略） 泊村企画振興課 

共和町企画振興課 

岩内町危機管理課 

神恵内村総務課 

寿都町総務財政課 

蘭越町総務課 

ニセコ町総務課 

倶知安町総務課 

積丹町総務課 

古平町企画課 

仁木町企画課 

余市町地域協働推進課 

赤井川村総務課 

 ５～10（略） 

 

第２章 原子力災害事前対策 

 第１節～第２節（略） 

 第３節 避難収容活動体制の整備 

  １～２（略） 

  ３ 要配慮者等に対する配慮 

  （１）（略） 

（２）関係町村は、道の協力のもと、要配慮者等を適切に避難誘導するため、周辺 

住民、自主防災組織、ボランティア等の協力を得ながら、平常時より要配慮者

等に対する情報伝達体制や避難誘導体制を整備するとともに、避難行動要支援

者に係る個別避難計画の策定等に努めるものとする。 

 

 

  （３）～（４）（略） 

第１章 総   則 

第１節～第６節（略） 

第７節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） 

 １～３（略） 

 ４ 関係町村 

事務又は業務 連絡の窓口 

（１）～（18）（略） 泊村企画振興課 

共和町企画振興課 

岩内町危機管理課 

神恵内村総務課 

寿都町総務財政課 

蘭越町総務課 

ニセコ町総務課 

倶知安町総務課 

積丹町総務課 

古平町企画課 

仁木町企画課 

余市町総務課 

赤井川村総務課 

 ５～10（略） 

 

第２章 原子力災害事前対策 

 第１節～第２節（略） 

 第３節 避難収容活動体制の整備 

  １～２（略） 

  ３ 要配慮者等に対する配慮 

  （１）（略） 

（２）関係町村は、道の協力のもと、要配慮者等を適切に避難誘導するため、周辺住

民、自主防災組織、ボランティア等の協力を得ながら、平常時より要配慮者等に

対する情報伝達体制や避難誘導体制を整備するとともに、避難行動要支援者に

係る個別避難計画の策定等に努めるものとする。なお、個別避難計画を策定する

場合、例えば積雪寒冷地における積雪や凍結といった地域特有の課題に留意す

るものとする。 

（３）～（４）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『防災基本

計画』修正を

踏まえた修

正 
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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 

  ４～７（略） 

第４節（略） 

 第５節 緊急時モニタリング体制の整備 

道は、原子力災害対策指針等に基づき、上席放射線防災専門官やモニタリング関係

機関と連携を図りながら、迅速かつ的確な緊急時モニタリングを実施するため「緊急

時モニタリング計画」を策定するとともに、道が行う緊急時モニタリングの実施内容

を示した「緊急時環境放射線モニタリング実施要領」を策定し、これらに基づき緊急 

時モニタリング体制の整備を行うものとする。 

（略） 

 １～２（略） 

第６節～第13節（略） 

第３章 緊急時応急対策 

（略） 

 第１節（略） 

 第２節 応急活動体制 

  １ 配備体制及び災害対策本部等の設置 

   （略） 

体制

区分 
配備体制の基準 

本部

設置 
配備体制 

第
１
非
常
配
備 

原子力規制委員会から情報

収集事態の発生通報を受けた

場合など、情報収集事態の発

生を認知したとき 

 

総務部危機対策局、総合政策部知事室広

報広聴課、総合政策部次世代社会戦略局

情報政策課、環境生活部環境保全局、環境

生活部自然環境局、環境生活部ゼロカー

ボン推進局、保健福祉部地域医療推進局

地域医療課、後志総合振興局及び原子力

環境センターの所要人員で情報収集、通

報連絡を行い、状況により、警戒本部の設

置に移行できる体制とする。 

第
２
非
常
配
備 

１ 原子力規制委員会から警

戒事態の発生通知を受けた場

合など、警戒事態の発生を認

知したとき 

２ その他特に知事が必要と

認めたとき 

警
戒
本
部
の
設
置 

災害応急対策に関係のある部の所要人員

で情報収集、通報連絡及び応急対策を実

施し、状況により、災害対策本部の設置に

移行できる体制とする。 

  ４～７（略） 

第４節（略） 

第５節 緊急時モニタリング体制の整備 

道は、原子力災害対策指針等に基づき、上席放射線防災専門官（又は放射線防災専門

官）やモニタリング関係機関と連携を図りながら、迅速かつ的確な緊急時モニタリング

を実施するため「緊急時モニタリング計画」を策定するとともに、道が行う緊急時モニ

タリングの実施内容を示した「緊急時環境放射線モニタリング実施要領」を策定し、こ

れらに基づき緊急時モニタリング体制の整備を行うものとする。 

（略） 

 １～２（略） 

第６節～第13節（略） 

第３章 緊急時応急対策 

（略） 

 第１節（略） 

 第２節 応急活動体制 

  １ 配備体制及び災害対策本部等の設置 

   （略） 

体制

区分 
配備体制の基準 

本部

設置 
配備体制 

第
１
非
常
配
備 

原子力規制委員会から情報

収集事態の発生通報を受けた

場合など、情報収集事態の発

生を認知したとき 

 総務部危機対策局、総合政策部知事室広

報広聴課、総合政策部次世代社会戦略局

情報政策課、環境生活部環境保全局、環境

生活部自然環境局、          

      保健福祉部地域医療推進局

地域医療課、後志総合振興局及び原子力

環境センターの所要人員で情報収集、通

報連絡を行い、状況により、警戒本部の設

置に移行できる体制とする。 

第
２
非
常
配
備 

１ 原子力規制委員会から警

戒事態の発生通知を受けた場

合など、警戒事態の発生を認

知したとき 

２ その他特に知事が必要と

認めたとき 

警
戒
本
部
の
設
置 

災害応急対策に関係のある部の所要人員

で情報収集、通報連絡及び応急対策を実

施し、状況により、災害対策本部の設置に

移行できる体制とする。 

 

 

 

記載の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 
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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 

第
３
非
常
配
備 

１ 原子力防災管理者から施

設敷地緊急事態に該当する事

象の発生通知をうけたとき 

２ 内閣総理大臣が原子力緊

急事態宣言を発出（全面緊急

事態）したとき 

３ その他特に知事が必要と

認めたとき 

災
害
対
策
本
部
の
設
置 

災害応急対策に従事することができる全

職員を配備し、組織の全力をあげて活動

する体制とする。 

  ２ 第１非常配備（初期活動体制） 

（１）知事は、原子力規制委員会から情報収集事態の発生通報を受けた場合など、

情報収集事態の発生を認知したときは、直ちに第１非常配備体制をとること 

とする。 

    （新設） 

 

（略） 

 

図３－２－１ 第１非常配備（初期活動体制） 

   ［本 庁］ 

部 名 課 名 所 掌 事 務 

総務部 危
機
対
策
局 

危機対

策課 

１ 国（消防庁）及び防災関係機関との通報連絡に関す

ること。 

２ 後志総合振興局及び庁内各部等との通報連絡に関す

ること。 

原子力

安全対

策課 

１ 国（原子力規制庁、内閣府）との連絡調整に関するこ

と。 

２ 原子力環境センターからの情報収集に関すること。 

３ 緊急時モニタリングに関すること。 

４ 北海道電力株式会社からの情報収集に関すること。 

総合政策部 知事室広報広

聴課 

広報に関すること。 

次世代社会戦

略局情報政策

課 

防災無線の統制に関すること。 

 

第
３
非
常
配
備 

１ 原子力防災管理者から施

設敷地緊急事態に該当する事

象の発生通知をうけたとき 

２ 内閣総理大臣が原子力緊

急事態宣言を発出（全面緊急

事態）したとき 

３ その他特に知事が必要と

認めたとき 

災
害
対
策
本
部
の
設
置 

災害応急対策に従事することができる全

職員を配備し、組織の全力をあげて活動

する体制とする。 

  ２ 第１非常配備（初期活動体制） 

（１）知事は、原子力規制委員会から情報収集事態の発生通報を受けた場合など、

情報収集事態の発生を認知したときは、直ちに第１非常配備体制をとること

とする。 

   また、原子力規制委員会から要請があった場合には、所定の職員を派遣し、

オフサイトセンターに係る設備等の機能確認を行うものとする。 

（略） 

 

図３－２－１ 第１非常配備（初期活動体制） 

   ［本 庁］ 

部 名 課 名 所 掌 事 務 

総務部 危
機
対
策
局 

危機対

策課 

１ 国（消防庁）及び防災関係機関との通報連絡に関す

ること。 

２ 後志総合振興局及び庁内各部等との通報連絡に関す

ること。 

原子力

安全対

策課 

１ 国（原子力規制庁、内閣府）との連絡調整に関するこ

と。 

２ 原子力環境センターからの情報収集に関すること。 

３ 緊急時モニタリングに関すること。 

４ 北海道電力株式会社からの情報収集に関すること。 

総合政策部 知事室広報広

聴課 

広報に関すること。 

次世代社会戦

略局情報政策

課 

防災無線の統制に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力防災

訓練を踏ま

えた修正 
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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 

環境生活部 環境保全局 

自然環境局 

ゼロカーボン

推進局 

緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。 

 

 

 

保健福祉部 地域医療推進

局地域医療課 

原子力災害医療活動に関すること。 

［現 地］ 

部 名 課 名 所 掌 事 務 

後志総合振

興局 

総務課 防災無線の統制に関すること。 

地域政策課 危機対策課及び関係町村との通報連絡に関すること。 

環境生活課 緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。 

岩内地域保健

室 

医療活動の準備に関すること。 

原子力環境センター １ 事故状況の把握及び原子力安全対策課との通報連絡

に関すること。 

２ 緊急時モニタリングの開始に関すること。 

（２）（略） 

３ 第２非常配備（原子力災害警備本部の設置） 

（１）原子力災害警戒本部の設置及び組織等 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 環境保全局 

自然環境局 

       

    

緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。 

保健福祉部 地域医療推進

局地域医療課 

原子力災害医療活動に関すること。 

［現 地］ 

部 名 課 名 所 掌 事 務 

後志総合振

興局 

総務課 防災無線の統制に関すること。 

危機対策室 危機対策課及び関係町村との通報連絡に関すること。 

環境生活課 緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。 

岩内地域保健

室 

医療活動の準備に関すること。 

原子力環境センター １ 事故状況の把握及び原子力安全対策課との通報連絡

に関すること。 

２ 緊急時モニタリングの開始に関すること。 

（２）（略） 

３ 第２非常配備（原子力災害警備本部の設置） 

（１）原子力災害警戒本部の設置及び組織等 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 

 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 
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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 

図３－２－２ 第２非常配備（警戒本部の組織及び主な所掌事務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－２ 第２非常配備（警戒本部の組織及び主な所掌事務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 警戒本部の設置及び廃止に関すること。
2 警戒本部の運営及び連絡調整に関すること。
3 関係省庁事故対策連絡会議及び防災関係機関との連絡に関すること。
4 現地警戒本部に対する指示及び連絡に関すること。
5 緊急時モニタリングに関すること。

広報に関すること。

防災通信回線の確保に関すること。

輸送対策に関すること。

緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。

1 災害救助法に基づく応急救助計画の作成及び実施に関すること。
2 市町村における応急救助の実施指導に関すること。

原子力災害医療活動に関すること。

医療機関の避難先の調整に関すること。

健康管理に関すること。

社会福祉施設等の避難先の調整に関すること。

被ばく傷病者等の搬送・受入の調整等に関すること。

観光客の避難等の調整等に関すること。

道路交通の確保に関すること。

関係部（局）課の災害応急対策の準備に関すること。

警戒副本部長
〔副知事〕

次世代社会戦略局情報政策課

危 機 管 理 班 危 機 対 策 局

警戒本部長
〔知　事〕

総 合 政 策 班 知 事 室 広 報 広 聴 課
（報道責任者：班長）

原 子 力 災 害 医 療 チ ー ム

交 通 政 策 局 交 通 企 画 課

本部員

環 境 生 活 班 環 境 保 全 局

保 健 福 祉 班 保 健 福 祉 部 総 務 課

地域医療推進局地域医療課
本部連絡員

地域医療推進局医務薬務課

健 康 安 全 局 地 域 保 健 課

福 祉 局 地 域 福 祉 課

自 然 環 境 局

ゼ ロ カ ー ボ ン 推 進 局

現地警戒本部

経 済 班 観 光 局

建 設 班 建設政策局維持管理防災課

関 係 班 関 係 部 （ 局 ） 課

危 機 管 理 監

総 合 政 策 部 長

環 境 生 活 部 長

保 健 福 祉 部 長

建 設 部 長

関 係 部 長

1 警戒本部の設置及び廃止に関すること。
2 警戒本部の運営及び連絡調整に関すること。
3 関係省庁事故対策連絡会議及び防災関係機関との連絡に関すること。
4 現地警戒本部に対する指示及び連絡に関すること。
5 緊急時モニタリングに関すること。

広報に関すること。

防災通信回線の確保に関すること。

輸送対策に関すること。

緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。

1 災害救助法に基づく応急救助計画の作成及び実施に関すること。
2 市町村における応急救助の実施指導に関すること。

原子力災害医療活動に関すること。

医療機関の避難先の調整に関すること。

健康管理に関すること。

社会福祉施設等の避難先の調整に関すること。

被ばく傷病者等の搬送・受入の調整等に関すること。

観光客の避難等の調整等に関すること。

道路交通の確保に関すること。

関係部（局）課の災害応急対策の準備に関すること。

（報道責任者：班長）

危 機 管 理 班 危 機 対 策 局

警戒本部長
〔知　事〕

総 合 政 策 班 知 事 室 広 報 広 聴 課

警戒副本部長
〔副知事〕

次世代社会戦略局情報政策課

交 通 政 策 局 交 通 企 画 課

本部員

環 境 生 活 班 環 境 保 全 局

自 然 環 境 局

保 健 福 祉 班 保 健 福 祉 部 総 務 課

地域医療推進局地域医療課
本部連絡員

現地警戒本部

地域医療推進局医務薬務課

健 康 安 全 局 地 域 保 健 課

福 祉 局 地 域 福 祉 課

原 子 力 災 害 医 療 チ ー ム

経 済 班 観 光 局

建 設 班 建設政策局維持管理防災課

関 係 班 関 係 部 （ 局 ） 課

危 機 管 理 監

総 合 政 策 部 長

環 境 生 活 部 長

保 健 福 祉 部 長

建 設 部 長

関 係 部 長
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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 

図３－２－３ 第２非常配備（現地警戒本部の組織及び主な所掌事務） 

 

 

（２）～（４）（略） 

４ 第３非常配備（災害対策本部の設置） 

（１）災害対策本部の設置及び組織等 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－３ 第２非常配備（現地警戒本部の組織及び主な所掌事務） 

 

 

（２）～（４）（略） 

４ 第３非常配備（災害対策本部の設置） 

（１）災害対策本部の設置及び組織等 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 

 

 

 

 

文言整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（所掌事務） （所掌事務） （所掌事務） （所掌事務）

警戒本部長
〔知事〕

現地警戒本部長
〔後志総合振興局長〕

現地警戒副本部長
〔後志総合振興局地域創生部長〕

総務調整班 緊急時モニタリング班 医　療　班

班　長 後志総合振興局
地域政策課長

班　長 原子力環境セン
ター所長

班　長

副班長 原子力環境セン
ター次長

副班長 後志総合振興局
岩内地域保健室
次長
後志総合振興局
保健行政室企画
総務課長

住民生活班

後志総合振興局
岩内地域保健室長

班　長 後志総合振興局
くらし・子育て
担当部長

１　現地警戒本部の統括に関すること
２　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（他班の所掌
　事務に関することを除く。）
３ 情報の収集及び伝達に関すること
４ 現地警戒本部の庶務に関すること

１　緊急時モニタリングに関すること
２　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（所掌事務に
　関することに限る。）

１　原子力災害医療活動の準備に関すること
２　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（所掌事務に
　関することに限る。）

１　住民の防護対策に関すること
２　生活物資の供給に関すること
３　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（所掌事務に
　関することに限る。）

副班長 後志総合振興局
地域政策課主幹
後志総合振興局
社会福祉課主幹

班　員 後志総合振興局
総務課員
後志総合振興局
地域政策課員
　
　
原子力環境セン
ター所員
その他応援要員

班　員 後志総合振興局
環境生活課員
原子力環境セン
ター所員
その他派遣要員

班　員 後志総合振興局
岩内地域保健室員
その他派遣要員

班　員 後志総合振興局
農務課員
後志総合振興局
農村振興課員
後志総合振興局
林務課員
後志総合振興局
水産課員
後志総合振興局
社会福祉課員
後志総合振興局
保健行政室員
後志総合振興局
岩内地域保健室員
後志総合振興局
小樽建設管理部員
その他派遣要員

副班長 後志総合振興局
地域政策課主査
後志総合振興局
総務課主幹

（所掌事務） （所掌事務） （所掌事務） （所掌事務）

１　現地警戒本部の統括に関すること
２　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（他班の所掌
　事務に関することを除く。）
３ 情報の収集及び伝達に関すること
４ 現地警戒本部の庶務に関すること

１　緊急時モニタリングに関すること
２　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（所掌事務に
　関することに限る。）

１　原子力災害医療活動の準備に関すること
２　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（所掌事務に
　関することに限る。）

１　住民の防護対策に関すること
２　生活物資の供給に関すること
３　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（所掌事務に
　関することに限る。）

副班長 後志総合振興局
危機対策室主幹
後志総合振興局
社会福祉課主幹

班　員 後志総合振興局
総務課員
後志総合振興局
地域政策課員
後志総合振興局
危機対策室員
原子力環境セン
ター所員
その他派遣要員

班　員 後志総合振興局
環境生活課員
原子力環境セン
ター所員
その他派遣要員

班　員 後志総合振興局
岩内地域保健室員
その他派遣要員

班　員 後志総合振興局
農務課員
後志総合振興局
農村振興課員
後志総合振興局
林務課員
後志総合振興局
水産課員
後志総合振興局
社会福祉課員
後志総合振興局
保健行政室員
後志総合振興局
岩内地域保健室員
後志総合振興局
小樽建設管理部員
その他派遣要員

副班長 後志総合振興局
地域政策課主査
後志総合振興局
総務課主幹

副班長 原子力環境セン
ター次長

副班長 後志総合振興局
岩内地域保健室
次長
後志総合振興局
保健行政室企画
総務課長

住民生活班

班　長 後志総合振興局
地域政策課長

班　長 原子力環境セン
ター所長

班　長 後志総合振興局
岩内地域保健室長

班　長 後志総合振興局
くらし・子育て
担当部長

警戒本部長
〔知事〕

現地警戒本部長
〔後志総合振興局長〕

現地警戒副本部長
〔後志総合振興局地域創生部長〕

総務調整班 緊急時モニタリング班 医　療　班
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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 

図３－２－４ 第３非常配備（災害対策本部の組織及び主な所掌事務） 

 

 

（２）現地災害対策本部 

（略） 

 

 

 

 

 

 

図３－２－４ 第３非常配備（災害対策本部の組織及び主な所掌事務） 

 

 

（２）現地災害対策本部 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 立入制限措置及び退避等の誘導と警戒警備に関すること。
２ 交通秩序の維持に関すること。（北海道警察本部）

教 育 対 策 本 部 文教対策及び教育施設との連絡に関すること。

企 業 班

道 立 病 院 班

地 方 本 部 １ 管内市町村（関係町村を除く）への連絡調整に関すること。
２ 避難所等への生活必需物資の需給調整に関すること。後志総合振興局

　 ※　避難先自治体を所管区域に含む胆振総合振興局及び石狩振興局においては、必要な体制を整備するものとする。

（北海道教育庁）

現 地 本 部

東 京 地 方 本 部

（東京事務所）

災 害 警 備 本 部

建 設 班 維 持 管 理 防 災 課 道路交通の確保に関すること｡

出 納 班 調 達 課 救援物資の出納保管に関すること。

水 産 林 務 班 総 務 課 水産物・林産物の採取及び出荷に関すること｡

原子力災害医療チーム 被ばく傷病者等の搬送・受入の調整等に関すること。

観 光 局 観光客の避難等の調整等に関すること。

農 政 班
農 政 課

１ 農畜産物の収穫及び出荷に関すること｡
２ 災害時の応急食糧の供給に関すること｡

本部連絡員

経 済 班 中 小 企 業 課 災害時における商工業に係る物資の流通対策に関すること｡

地 域 保 健 課 健康管理に関すること｡

食 品 衛 生 課 飲食物の摂取制限に関すること。

地 域 福 祉 課 社会福祉施設等の避難先の調整に関すること。

医 務 薬 務 課
１ 医薬品の確保に関すること。
２ 医療機関の避難先の調整に関すること。

情 報 政 策 課 防災通信回線の確保に関すること。

副本部長 交 通 企 画 課 輸送対策に関すること。

環 境 生 活 班
環 境 保 全 局

１ 緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。
２ 飲料水の供給等に関すること｡本部員

保 健 福 祉 班 総 務 課 市町村における災害救助法に基づく応急救助の実施指導に関すること。

地 域 医 療 課 原子力災害医療活動に関すること。

本部長
〔知　事〕 総合政策班

広 報 広 聴 課
１ 災害広報の企画実施に関すること。
２ 報道機関との連絡調整に関すること。（報道責任者:班長）

自 然 環 境 局

ゼロカーボン推進局
　緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。

危機管理班

危 機 対 策 局

１ 災害の状況、対策措置状況等の収集及び報告に関すること。
２ 災害対策本部の設置、運営及び廃止に関すること。
３ 現地本部に対する指示及び連絡に関すること。
４ 国の原子力災害対策本部及び防災関係機関との連絡に関すること。
５ 市町村長に対する指示及び連絡に関すること。
６ 自衛隊の災害派遣要請に関すること。
７ 緊急時モニタリングに関すること。総務班

国 際 課 災害情報の多言語発信等に関すること。

警 察 本 部 長

教 育 長

公営企業管理者

病院事業管理者

危 機 管 理 監

総 務 部 長

総 合 政 策 部 長

環 境 生 活 部 長

保 健 福 祉 部 長

経 済 部 長

農 政 部 長

水 産 林 務 部 長

建 設 部 長

会 計 管 理 者

危機対策課

原子力安全対策課

危機管理班

危 機 対 策 局

１ 災害の状況、対策措置状況等の収集及び報告に関すること。
２ 災害対策本部の設置、運営及び廃止に関すること。
３ 現地本部に対する指示及び連絡に関すること。
４ 国の原子力災害対策本部及び防災関係機関との連絡に関すること。
５ 市町村長に対する指示及び連絡に関すること。
６ 自衛隊の災害派遣要請に関すること。
７ 緊急時モニタリングに関すること。総務班

本部長
〔知　事〕 総合政策班

広 報 広 聴 課
１ 災害広報の企画実施に関すること。
２ 報道機関との連絡調整に関すること。（報道責任者:班長）

副本部長 交 通 企 画 課 輸送対策に関すること。

国 際 課 災害情報の多言語発信等に関すること。

本部員

自 然 環 境 局 　緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。

情 報 政 策 課 防災通信回線の確保に関すること。

医 務 薬 務 課
１ 医薬品の確保に関すること。
２ 医療機関の避難先の調整に関すること。

環 境 生 活 班
環 境 保 全 局

１ 緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。
２ 飲料水の供給等に関すること｡

保 健 福 祉 班 総 務 課 市町村における災害救助法に基づく応急救助の実施指導に関すること。

地 域 医 療 課 原子力災害医療活動に関すること。

本部連絡員

経 済 班 中 小 企 業 課 災害時における商工業に係る物資の流通対策に関すること｡

地 域 保 健 課 健康管理に関すること｡

食 品 衛 生 課 飲食物の摂取制限に関すること。

地 域 福 祉 課 社会福祉施設等の避難先の調整に関すること。

水 産 林 務 班 総 務 課 水産物・林産物の採取及び出荷に関すること｡

原子力災害医療チーム 被ばく傷病者等の搬送・受入の調整等に関すること。

観 光 局 観光客の避難等の調整等に関すること。

農 政 班
農 政 課

１ 農畜産物の収穫及び出荷に関すること｡
２ 災害時の応急食糧の供給に関すること｡

　 ※　避難先自治体を所管区域に含む胆振総合振興局及び石狩振興局においては、必要な体制を整備するものとする。

建 設 班 維 持 管 理 防 災 課 道路交通の確保に関すること｡

出 納 班 調 達 課 救援物資の出納保管に関すること。

（北海道教育庁）

現 地 本 部

東 京 地 方 本 部

（東京事務所）

災 害 警 備 本 部 １ 立入制限措置及び退避等の誘導と警戒警備に関すること。
２ 交通秩序の維持に関すること。（北海道警察本部）

教 育 対 策 本 部 文教対策及び教育施設との連絡に関すること。

企 業 班

道 立 病 院 班

地 方 本 部 １ 管内市町村（関係町村を除く）への連絡調整に関すること。
２ 避難所等への生活必需物資の需給調整に関すること。後志総合振興局

警 察 本 部 長

教 育 長

公営企業管理者

病院事業管理者

危 機 管 理 監

総 務 部 長

総 合 政 策 部 長

環 境 生 活 部 長

保 健 福 祉 部 長

経 済 部 長

農 政 部 長

水 産 林 務 部 長

建 設 部 長

会 計 管 理 者

危機対策課

原子力安全対策課
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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 

図３－２－５ 第３非常配備（現地本部の組織） 

 

 

各班の主な所掌事務（略） 

イ（略） 

 （３）～（10）（略） 

第３節（略） 

第４節 緊急時モニタリング 

（略） 

 １ 緊急時モニタリング体制 

 （１）～（２）（略） 

 （３）緊急時モニタリング班の組織及び業務 

   ア～イ（略） 

図３－２－５ 第３非常配備（現地本部の組織） 

 

 

各班の主な所掌事務（略） 

イ（略） 

 （３）～（10）（略） 

第３節（略） 

第４節 緊急時モニタリング 

（略） 

 １ 緊急時モニタリング体制 

 （１）～（２）（略） 

 （３）緊急時モニタリング班の組織及び業務 

   ア～イ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本部長
〔 知 事 〕

副本部長兼現地本部長
〔知事の指名する副知事〕

国が派遣する専門家

現地副本部長
〔後志総合振興局長〕

現地副本部長兼報道責任者
〔知事の指名する職員〕

防災関係機関派遣連絡員

班　長
・後志総合振興局
　地域創生部長

副班長
・後志総合振興局
　総務課主幹
・後志総合振興局
　地域政策課長

班　長
・原子力環境センター所長

副班長
・原子力環境センター次長

班　長
・後志総合振興局
　岩内地域保健室長

副班長
・後志総合振興局
　岩内地域保健室次長
・後志総合振興局
　保健行政室企画総務課長

班　長
・後志総合振興局
　くらし・子育て担当部長

副班長
・後志総合振興局
　地域政策課主幹
・後志総合振興局
　社会福祉課主幹

・第一管区海上保安本部職員
・陸上自衛隊員
・道警本部職員
・関係町村職員
・消防本部職員
・北海道電力㈱社員
・その他本部長が必要と認め
　る機関の要員

総務調整班 緊急時モニタリング班 医療班 住民生活班

住民生活班員

・危機対策課員
・原子力安全対策課員
・広報広聴課員
・後志総合振興局
　総務課員
・後志総合振興局
　地域政策課員
　
　
・原子力環境センター所員
・その他派遣要員

・原子力安全対策課員
・環境保全局員
・自然環境局員
・ゼロカーボン推進局員
・後志総合振興局
　環境生活課員
・原子力環境センター所員
・その他派遣要員

・保健福祉部総務課員
・地域医療課員
・地域保健課員
・後志総合振興局
　岩内地域保健室員
・その他派遣要員

・環境政策課員
・保健福祉部総務課員
・地域保健課員
・後志総合振興局
　農務課員
・後志総合振興局
　農村振興課員
・後志総合振興局
　林務課員
・後志総合振興局
　水産課員
・後志総合振興局
　社会福祉課員
・後志総合振興局
　保健行政室員
・後志総合振興局
　岩内地域保健室員
・後志総合振興局
　小樽建設管理部員
・その他派遣要員

・国の動員計画による緊急時
　モニタリング要員

・国の原子力災害医療派遣要員
・日本赤十字社救護要員

総務調整班員 緊急時モニタリング班員 医療班員

本部長
〔 知 事 〕

副本部長兼現地本部長
〔知事の指名する副知事〕

国が派遣する専門家

現地副本部長
〔後志総合振興局長〕

現地副本部長兼報道責任者
〔知事の指名する職員〕

防災関係機関派遣連絡員

班　長
・後志総合振興局
　地域創生部長

副班長
・後志総合振興局
　総務課主幹
・後志総合振興局
　地域政策課長

班　長
・原子力環境センター所長

副班長
・原子力環境センター次長

班　長
・後志総合振興局
　岩内地域保健室長

副班長
・後志総合振興局
　岩内地域保健室次長
・後志総合振興局
　保健行政室企画総務課長

班　長
・後志総合振興局
　くらし・子育て担当部長

副班長
・後志総合振興局
　危機対策室主幹
・後志総合振興局
　社会福祉課主幹

・第一管区海上保安本部職員
・陸上自衛隊員
・道警本部職員
・関係町村職員
・消防本部職員
・北海道電力㈱社員
・その他本部長が必要と認め
　る機関の要員

総務調整班 緊急時モニタリング班 医療班 住民生活班

住民生活班員

・危機対策課員
・原子力安全対策課員
・広報広聴課員
・後志総合振興局
　総務課員
・後志総合振興局
　地域政策課員
・後志総合振興局
　危機対策室員
・原子力環境センター所員
・その他派遣要員

・原子力安全対策課員
・環境保全局員
・自然環境局員
　
・後志総合振興局
　環境生活課員
・原子力環境センター所員
・その他派遣要員

・保健福祉部総務課員
・地域医療課員
・地域保健課員
・後志総合振興局
　岩内地域保健室員
・その他派遣要員

・環境政策課員
・保健福祉部総務課員
・地域保健課員
・後志総合振興局
　農務課員
・後志総合振興局
　農村振興課員
・後志総合振興局
　林務課員
・後志総合振興局
　水産課員
・後志総合振興局
　社会福祉課員
・後志総合振興局
　保健行政室員
・後志総合振興局
　岩内地域保健室員
・後志総合振興局
　小樽建設管理部員
・その他派遣要員

・国の動員計画による緊急時
　モニタリング要員

・国の原子力災害医療派遣要員
・日本赤十字社救護要員

総務調整班員 緊急時モニタリング班員 医療班員
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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 

   ウ 緊急時モニタリング実施のための通信連絡 

    （略） 

図３－４－２ 緊急時モニタリング実施通信連絡系統図 

 
注） モニタリング情報共有システムにより、緊急時モニタリング結果の集約、関係

者間での共有を図るほか、測定分析担当の測定・採取班及び分析班の測定結果等

のデータを携帯電話回線で伝送する。 

 ２～３（略） 

 第５節～第６節（略） 

第７節 原子力災害医療活動 

（略） 

  １ 原子力災害医療活動の基本的体制 

   （略） 

   ウ 緊急時モニタリング実施のための通信連絡 

（略） 

図３－４－２ 緊急時モニタリング実施通信連絡系統図 

 
                                       

                                       

                    

 ２～３（略） 

 第５節～第６節（略） 

第７節 原子力災害医療活動 

（略） 

  １ 原子力災害医療活動の基本的体制 

  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

システム変

更に伴う修

正 

 

 

文言整理 

 

 

 

 

 

 

システム変

更に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

専用回線ファクシミリ

テレメータ

情報共有システム

＜測定分析担当＞

（原子力環境センター札幌分室）

＜情報収集管理グループ＞

現地災害対策本部

モニタリングポスト等

モニタリングカー

可搬型ポスト
（伝送式）

サーベイメータ

泊発電所

班　長

＜企画調整グループ＞

（各町村役場）

副班長

総括・連絡班測定・採取班

　専用回線
　ファクシミリ

：緊急時モニタリング班

緊急時モニタリングセンター
設置後は、国の統括の下、
緊急時モニタリングを実施

（オフサイトセンター）

災害対策本部
札幌管区気象台

オフサイトセンター
放射線班

分析班

：緊急時モニタリング班

緊急時モニタリングセンター
設置後は、国の統括の下、
緊急時モニタリングを実施

＜測定分析担当＞

副班長

測定採取班 総括連絡班 分析班

（各町村役場） （原子力環境センター札幌分室）

泊発電所

＜情報収集管理グループ＞

モニタリングポスト等

可搬型ポスト
（伝送式）

車載用放射線検出器
（走行サーベイ用）

クラウド・情報共有システム

テレメータ・情報共有システム

現地災害対策本部

専用回線ファクシミリ

災害対策本部
札幌管区気象台

　専用回線
　ファクシミリ

オフサイトセンター
放射線班

（オフサイトセンター）

班　長

＜企画調整グループ＞
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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 

  （１）原子力発電所や避難退域時検査場所等における対応 

    （略） 

  （２）原子力災害医療協力機関における対応 

原子力災害医療協力機関は、次の機能のうち、１項目以上を実施し、原子力

災害医療対策の実施に協力する。 

・被ばく傷病者等の初期診療及び救急医療を行うこと。 

・被災者の放射性物質による汚染の測定を行うこと。 

・「原子力災害医療派遣チーム」を保有し、その派遣を行うこと。 

・救護所への医療チーム（又は医療関係者）の派遣を行うこと。 

・避難退域時検査実施のための放射性物質の検査チームの派遣を行うこと。 

・安定ヨウ素剤配布の支援を行うこと。 

・その他、原子力災害時に必要な支援を行うこと。 

（３）原子力災害拠点病院における対応 

（略） 

・シャワー設備等による身体の除染 

・局所又は高線量被ばく患者の診療 

・内部被ばくの可能性がある者の診療 

・合併症の根本的な治療 

・高度被ばく医療支援センター又は原子力災害医療・総合支援センターへの転

送の判断等 

    （新設） 

    （新設） 

（４）～（５）（略） 

  （６）道における対応 

（略） 

原子力災害医療チームは、現地警戒本部又は現地本部の医療班と連携して、

必要に応じて次の対応を行う。 

・被ばく傷病者等の搬送先を医療機関、消防機関等に指示 

・他府県に対する原子力災害医療派遣チームの派遣要請 

・国の指示に基づき、安定ヨウ素剤の投与について伝達 

    （新設） 

  ２（略） 

  ３ 原子力災害医療活動等の実施 

  （１）～（３）（略） 

 

  （１）原子力発電所や避難退域時検査場所等における対応 

    （略） 

  （２）原子力災害医療協力機関における対応 

原子力災害医療協力機関は、次の機能のうち、１項目以上を実施し、原子力 

災害医療対策の実施に協力する。 

・被ばく傷病者等の初期診療及び救急医療を行うこと。 

・甲状腺被ばく線量モニタリングを実施するため、測定要員を派遣すること。 

・ 原子力災害医療派遣チーム を編成し、その派遣を行うこと。 

・救護所への医療チーム（又は医療関係者）の派遣を行うこと。 

・避難退域時検査実施のための放射性物質の検査チームの派遣を行うこと。 

・安定ヨウ素剤配布の支援を行うこと。 

・その他、原子力災害時に必要な支援を行うこと。 

（３）原子力災害拠点病院における対応 

（略） 

・シャワー設備等による身体の除染 

・局所又は高線量被ばく患者の診療 

・内部被ばくの可能性がある者の診療 

・合併症の根本的な治療 

・高度被ばく医療支援センター又は原子力災害医療・総合支援センターへの転 

送の判断等 

    ・甲状腺被ばく線量モニタリングにおける詳細測定等 

  ・原子力災害医療派遣チームの編成・派遣 

（４）～（５）（略） 

  （６）道における対応 

（略） 

原子力災害医療チームは、現地警戒本部又は現地本部の医療班と連携して、

必要に応じて次の対応を行う。 

    ・被ばく傷病者等の搬送先を医療機関、消防機関等に指示 

・他府県に対する原子力災害医療派遣チームの派遣要請 

・国の指示に基づき、安定ヨウ素剤の投与について伝達 

・国が備蓄する安定ヨウ素剤の受け入れの調整 

  ２（略） 

  ３ 原子力災害医療活動等の実施 

  （１）～（３）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

『原子力災

害拠点病院

等の役割及

び指定要件』

改正を踏ま

えた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

『原子力災

害拠点病院

等の役割及

び指定要件』

改正を踏ま

えた修正 

 

 

 

 

『原子力災

害対策マニ

ュアル』改訂

を踏まえた

修正 
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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 

  （４）安定ヨウ素剤の服用の指示  

   （新設） 

（略） 

（新設） 

 

 

 

図３－７－２ 原子力災害医療活動連絡系統図（略） 

第８節～第10節（略） 

第４章 原子力災害中長期対策 

（略） 

別添１～別添２（略） 

  （４）安定ヨウ素剤の服用の指示等 

ア 服用の指示 

（略） 

イ 国が備蓄する安定ヨウ素剤の受け入れ 

  道は、施設敷地緊急事態において、国が備蓄する安定ヨウ素剤の輸送に係

る事前確認があった場合には、受け入れに係る調整を行うものとする。 

図３－７－２ 原子力災害医療活動連絡系統図（略） 

第８節～第10節（略） 

第４章 原子力災害中長期対策 

（略） 

別添１～別添２（略） 

文言整理 

 

 

『原子力災

害対策マニ

ュアル』改訂

を踏まえた

修正 
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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 

≪参　考≫　災害対策本部等の設置及び配備体制について

体制
区分

体制
設置

　第１章　総則
　「第６節　原子力災害に至らない事故への対応」
　　平常時からの放射線監視体制や協定による対応

　第２章　原子力災害事前対策
　「第２節の５  泊発電所に関する安全確保」
　　平常時からの環境放射線モニタリングや協定による対応

　
　　モニタリング体制の強化、立入調査の実施
　　報道機関への情報提供等

平
　
常
　
時

配備体制及び災害対策本部等の
設置の基準

配備体制

緊
　
急
　
時

　
第
１
非
常
配
備

　
第
２
非
常
配
備

　
第
３
非
常
配
備

　災害応急対策に関係ある部の所要人員

　災害応急対策に従事することができる全職員

　総務部危機対策局、総合政策部知事室広報広聴課、
　情報統計局情報政策課、環境生活部環境局、
　保健福祉部地域医療推進局地域医療課、
　後志総合振興局及び原子力環境センターの所要人員

　
災
害
対
策
本
部
の
設
置

　
警
戒
本
部
の
設
置

　　原子力規制委員会から情報収集事態の発生通
　報を受けた場合など、情報収集事態の発生を認
　知したとき

１　原子力規制委員会から警戒事態の発生通報を
　受けた場合など、警戒事態の発生を認知したと
　き

２　その他特に知事が必要と認めたとき

１　原子力防災管理者から施設敷地緊急事態に該
　当する事象の発生通報を受けたとき

２　内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出
　（全面緊急事態）したとき

３　その他特に知事が必要と認めたとき

原子力災害現地対策本部の設置

原子力災害合同対策協議会
［オフサイトセンター］

現地事故対策連絡会議
［オフサイトセンター］

関係省庁事故対策連絡会議

関係省庁事故対策連絡会議

【国の対応】

原子力運転検査官を現地に配置し、

巡視、検査などを実施

運転状況、設備の保全状況

保安規定の遵守状況等

【国の対応】

◆ 情報収集事態の発生通報

泊村において震度５弱又は震度５強の地震の

発生を認知した場合

防災専門官による原子力施設の状況把握

自治体への連絡

【国の対応】

◆ 警戒事態の発生通報

警戒事態の通報があった場合など、警戒事態の

発生を認知した場合

【国の対応】

◆ 施設敷地緊急事態の発生通報【原災法第10条】

◆ 原子力緊急事態宣言【原災法第15条】

防災専門官による原子力施設の状況把握

自治体への連絡

≪参　考≫　災害対策本部等の設置及び配備体制について

体制
区分

体制
設置

平
　
常
　
時

　第１章　総則
　「第６節　原子力災害に至らない事故への対応」
　　平常時からの放射線監視体制や協定による対応

　第２章　原子力災害事前対策
　「第２節の５  泊発電所に関する安全確保」
　　平常時からの環境放射線モニタリングや協定による対応

　
　　モニタリング体制の強化、立入調査の実施
　　報道機関への情報提供等

緊
　
急
　
時

配備体制及び災害対策本部等の
設置の基準

配備体制

　
第
１
非
常
配
備

　　原子力規制委員会から情報収集事態の発生通
　報を受けた場合など、情報収集事態の発生を認
　知したとき

　総務部危機対策局、総合政策部知事室広報広聴課、総合政
　策部次世代社会戦略局情報政策課、環境生活部環境保全局、
　環境生活部自然環境局、保健福祉部地域医療推進局地域医
　療課、後志総合振興局及び原子力環境センターの所要人員

　
第
２
非
常
配
備

原子力災害現地対策本部の設置

原子力災害合同対策協議会
［オフサイトセンター］

１　原子力規制委員会から警戒事態の発生通報を
　受けた場合など、警戒事態の発生を認知したと
　き

２　その他特に知事が必要と認めたとき

　
警
戒
本
部
の
設
置

　災害応急対策に関係ある部の所要人員

　
第
３
非
常
配
備

１　原子力防災管理者から施設敷地緊急事態に該
　当する事象の発生通報を受けたとき

２　内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出
　（全面緊急事態）したとき

３　その他特に知事が必要と認めたとき

　
災
害
対
策
本
部
の
設
置

　災害応急対策に従事することができる全職員

関係省庁事故対策連絡会議

現地事故対策連絡会議
［オフサイトセンター］

関係省庁事故対策連絡会議

【国の対応】

原子力運転検査官を現地に配置し、

巡視、検査などを実施

運転状況、設備の保全状況

保安規定の遵守状況等

【国の対応】

◆ 情報収集事態の発生通報

泊村において震度５弱又は震度５強の地震の

発生を認知した場合

防災専門官による原子力施設の状況把握

自治体への連絡

【国の対応】

◆ 警戒事態の発生通報

警戒事態の通報があった場合など、警戒事態の

発生を認知した場合

【国の対応】

◆ 施設敷地緊急事態の発生通報【原災法第10条】

◆ 原子力緊急事態宣言【原災法第15条】

防災専門官による原子力施設の状況把握

自治体への連絡
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現  行（令和５年１月） 修  正（令和６年１月） 修正理由 
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原子力災害医療活動実施要領（旧緊急時医療活動実施要領）作成 

（略） 
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